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OPECやロシア等が減産期間延長で合意
（審査確認番号H29-TB352）

9ヵ月間期間を延長するも減産幅は据置き

 2017年11月30日のＯＰＥＣ総会で、ＯＰＥＣ加盟国とロシア等ＯＰＥＣ非加盟の主要産油国は、2018
年3月末に期限が到来することとなっていた協調減産を、2018年12月末まで9ヵ月間延長することを決
定しました。2016年11月に合意された協調減産の期間は約2年間の長さに及びます。ＯＰＥＣ加盟国が
日量約120万バレル、非加盟国が日量約60万バレル、合計日量約180万バレルの減産規模は据え置かれ
ました。

 今回の決定では、減産期間の延長に関して、2018年6月に今回の合意の調整が必要かどうかの検証を行
うこととされました。また、2016年11月の減産合意の際に国内情勢の混乱による復興資金確保の観点
等から生産上限設定が見送られたナイジェリアとリビアについて、2017年の生産量を上限（両国合計で
日量280万バレル）とする制限が設けられました。

 ９ヵ月間の減産延長は大方の予想通りであり、またＯＰＥＣが減産幅の拡大に踏み切らなかったこと等
から、11月30日当日の原油価格（ＷＴＩ原油先物価格）は前日比で小幅な上昇に留まりました。

 ナイジェリアとリビアへの生産上限設定を含む今回の合意は、原油価格の下支え要因になるものと思わ
れます。しかし、①ＯＰＥＣ総会が終了したことで、今回の合意を見越して先行買いしていた投資家の
持ち高調整の動きが活発化する可能性があること、②原油価格が一段と上昇すれば、現在一服している
米国リグ（原油掘削装置）の稼働数が増加し、シェールオイルが増産されるものと思われること、③ナ
イジェリアとリビアの今回の生産上限は、2017年1～10月の月平均生産実績（日量約240万バレル）と
比較して両国に増産の余地を与えているとみられること等から判断して、原油価格の上値は限定的なも
のに留まるものと考えられます。

 ＯＰＥＣ（石油輸出国機構）と非加盟主要産油国は、協調減産の期間を9ヵ月間延長。ナイジェリ
アとリビアの生産上限を新たに設定。合意内容はほぼ大方の予想通り。

 減産幅の拡大等新たな対策が講じられなければ、原油価格の上値は限定的か。

図表1：WTI原油先物価格

出所）図表1、2はブルームバーグデータ、図表3はOPECデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表2：米国リグ稼働数 図表3：原油生産量（日量）


